









































































1 　川島武宜・川井健編『新版注釈民法（ 7 ）物権（ 2 ）』（平成24年有斐閣）465頁（担
当　川井健）。
2 　川島武宜・川井健編『新版注釈民法（ 7 ）物権（ 2 ）』（平成24年有斐閣）463頁（担
当　川井健）。



























































































































































































梅謙次郎を起草委員として明治29年に民法第 1 編から第 3 編が公布、明治31




18　高裁民集 1 巻 1 号78頁。














































































だろうか。また、所有権の移転時期についても農地法 3 条・ 5 条の許可が所
有権移転の効力発生条件となるのであるから、売主と買主の農地売買契約の
成立時に当事者間での所有権移転とはならず、農業委員会または都道府県知
事からの許可通知のあった日に所有権移転の効果が発生することになる。こ
のことから、物権行為の独自性を認め、引渡や登記、代金支払、その他これ
に類する外部的徴表を伴う行為があった時に所有権移転の効果が発すると解
するならば、農地であっても一般の土地と所有権移転時期は変わらないが、
物権行為の独自性を認めない場合は農地と一般の土地とで所有権の移転時期
が異なる結果となる。
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3 .代物弁済による所有権移転
　代物弁済は要物契約であると解され、代物弁済契約において債務者の代物
弁済意思と債権者の代物弁済受領意思の合致に加え弁済者が現実の給付をす
ることによって成立する21。Ⅲ.③の最判昭和60年12月20日22では「代物弁済
による所有権移転の効果が、原則として当事者間の代物弁済契約の成立した
時にその意思表示の効果として生ずることを妨げるものではないと解するの
が相当である」と判示している。ただ、その一方で同判決は、代物弁済によ
る本来の債務の消滅について、「不動産所有権の譲渡をもつてする代物弁済
による債務消滅の効果は、特段の事情のない限り、単に代物弁済契約の意思
表示をするだけでは生ぜず、所有権移転登記手続を完了した時に生ずる」と
も判示しており、本判決は、代物弁済契約における債務消滅の効果と代物の
所有権移転時期が異なることを示した判決と評されている。では、ここでの
代物弁済の意思表示を債権的意思表示と解した場合どうなるか。代物弁済契
約の成立には、「代物」の現実の給付が要件となっているのだから、ここで
の代物弁済契約成立時には不動産所有権が債権者に移転していることになる。
そうすると、代物弁済契約における債務者の代物弁済意思は既に消滅してい
るのではないか。
　176条の意思表示を物権的意思表示と解するならば、代物弁済契約を債権
契約と物権契約が同時に行われていると解することで、代物の現実の給付と
しての不動産所有権の移転と、債権契約としての債務者の代物弁済意思と債
権者の代物弁済受領意思が同時に成立していると解することは可能になる。
しかし、所有権移転原因の発生によって所有権移転が生ずるのが原則である
ことからすると、更なる理論構成が必要と考える23。
21　磯村哲編『注釈民法（12）債権（ 3 ）〔復刻版〕』（平成25年有斐閣）131、138頁（担
当　椿寿夫）。
22　判例タイムズ617号75～78頁。
23　潮見佳男「賃借権譲渡契約の解除と代金の一部支払目的の代物弁済」民商法雑誌95巻
1 号98～100頁。
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大澤　不動産物権変動における意思表示の一考察
結びに代えて
　今回、不動産物権変動の若干の考察を行った。不動産物権変動の現行の法
条を整理する中でこの民法176条が民法典の第 2 編物権編に規定されている
こと、そして、民法典が財産権を物権編と債権編に峻別して編成しているこ
とから、176条の「意思表示」を物権的意思表示と解し、不動産物権変動の
過程で債権行為と別個独立の物権行為があると措定した。その上で、売買契
約と代物弁済契約における不動産物権変動について、物権行為の独自性肯定
説と独自性否定説との比較検討を行い、物権行為の独自性肯定説の方が、独
自性否定説より不動産物権変動を論理的に説明できるように思われた。しか
し、本稿だけで176条の「意思表示」は物権的意思表示であり、物権行為概
念を認めるべきだと結論づけるわけにはいかない。176条の「意思表示」を
物権的意思表示であると解し、物権行為概念の存在を認めるに至る過程につ
いては詳細な分析と丁寧な説明が必要である。また、Ⅰ.不動産物権変動
を生じるケースに挙げたすべての条項で不動産物権変動において物権行為の
独自性肯定説と独自性否定説とで比較検討を行い、その結果を明らかにする
ことがまずは必要となる。こうした点については、今後も研究を継続して明
らかにしていく予定である。

